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お問合せ先

 どなたでも無料で参加できます
 事前申込みが必要です
【申込みフォーム】

https://ws.formzu.net/dist/S873911632/

 会場とオンラインのどちらでも参加できます
 日本語・モンゴル語の同時通訳がつきます
会場：東京都昭島市もくせいの杜２丁目１番地１８号

国際法務総合センター（会場定員：50名程度）

※公共交通機関をご利用ください。

※ＪＲ青梅線東中神駅北口から徒歩約15分

オンライン：ZOOMウェビナー

※お申込み後、開催前日にご指定のメールアドレス宛てに

参加用URLを送付します。

参加無料
要事前申込み

【締切期日】
会場参加の方

１２月１２日（月）
オンライン参加の方

１２月１３日（火）

法務省法務総合研究所国際協力部

TEL:042-500-5150（受付時間：平日9：30～18：15）
※接続等に関するお問合せは右記Emailにご連絡ください。 Email: moj-j@seminar-support.com

本年、日本とモンゴルは外交関係樹立５０周年を迎えました。
これを記念し、両国に関係の深い法律専門家６名の方々より、法・司法分野の

協力関係の歩みや今後の展望などについて特別にご講演いただきます。
（プログラムの詳細については、裏面をご覧ください）

主催：法務省法務総合研究所

後援：モンゴル法務・内務省、モンゴル国立大学法学部・経済及びビジネス法センター、
独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）、公益財団法人国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ）、
日本弁護士連合会、名古屋大学法政国際教育協力研究センター（ＣＡＬＥ）、九州大学



プログラム （敬称略）

開会挨拶（主催者、後援者等） 14:30～15:00

講 演 15:00～17:00

弁護士 日本弁護士連合会国際交流委員会委員 JICAネパール長期専門家

元JICAモンゴル長期専門家

磯井 美葉

「日弁連とモンゴルの関わり」

弁護士 元裁判官

稲葉 一人

「モンゴルにおける新しい紛争解決方法の創設に関わって」

九州大学大学院法学研究院副研究院長・教授

德本 穰

「モンゴルにおける商法典起草支援」

モンゴル国立大学法学部専任講師 九州大学大学院法学府博士課程

サランゲレル・バトバヤル

弁護士 モンゴル国立大学上級講師

ガンホヤグ・ダワーニャム

「モンゴルの法学教育制度における日本との協力及び効果」

閉会挨拶（主催者、後援者） 17:00～17:20

モンゴル国立大学法学部学部長・教授

バトボルド・アマルサナー

「モンゴルにおける近年の私法分野における司法改革及びモンゴル
と日本の協力について」
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令和４年（２０２２年）１１月 

  

各  位 

 

                     法務省法務総合研究所  

 

日本・モンゴル外交関係樹立５０周年記念講演 

「日本とモンゴルにおける法の支配の浸透と促進」開催の御案内 

 

皆様には、平素から当所の業務につきまして御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上

げます。 

本年、我が国とモンゴル国は、外交関係樹立５０周年を迎えました。当所が実施して

いる法制度整備支援の分野においても、平成１１年にモンゴル国法務・内務大臣より我

が国法務省に対して法・司法分野での協力要請がなされて以来、関係各機関及び各関

係者の御協力と御尽力のもと、現在に至るまで支援を継続的に実施し、また大学間で

も法学の分野での学問的・人的交流が進むなど、両国は、法・司法分野における持続

的な協力関係を発展させてきました。 

昨今、法の支配という人類の普遍的価値をいかにして実現していけばよいのかという

ことが改めて問われているところ、その価値を共有する我が国とモンゴル国との協力関

係は、両国を含めたアジア地域全体の平和と安定の観点からも重要性が高まっており、

今後も両国の法・司法分野の更なる協力・連携が期待されています。 

そこで、今回、外交関係樹立５０周年を記念し、両国の法・司法分野に深く関わって

きた方々から「日本とモンゴルにおける法の支配の浸透と促進」をテーマに特別に御講

演いただくことにより、モンゴル国に対する我が国の法制度整備支援の歩みとその成果

を広く一般の方々に知っていただくとともに、両国の法・司法分野における協力関係、

ひいては両国の友好関係の更なる発展を図ることを目的として、記念講演を開催いたし

ます。 

御多忙とは存じますが、多数の方々に御参加いただきたく、よろしくお願い申し上げ

ます。 

記 

１ 日 時  令和４年（２０２２年）１２月１５日（木） 

午後２時３０分から午後５時２０分まで 

（受付開始：午後２時） 

２ 場 所  法務省国際法務総合センター 

〒196-8570 東京都昭島市もくせいの杜２－１－１８（案内図参照） 

※会場のほか、ウェブ会議システムを利用したオンライン形式を併用 

３ 主 催  法務省法務総合研究所 

４ 後 援  モンゴル国法務・内務省 

モンゴル国立大学法学部・経済及びビジネス法センター 

独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ） 
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公益財団法人国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ） 

日本弁護士連合会 

名古屋大学法政国際教育協力研究センター（ＣＡＬＥ） 

九州大学 

５  議 事  別添フライヤーを御参照ください。 

６ 留意点  同上 

７ 申 込  参加を希望される方は、締切期日までに以下の申込みフォームからお申

し込みください。 

【締切期日】 会場参加の方    ： １２月１２日（月） 

オンライン参加の方： １２月１３日（火） 

【フォーム】  https://ws.formzu.net/dist/S873911632/ 

８ 補 足                           ・ 会場参加・オンライン参加を問わず、参加無料、入退場自由です。 

・ 開催日の前日に、記載いただいたメールアドレス宛てに、参加用Ｕ

ＲＬを付したメールをお送りします。 

・  オンライン参加の場合は、あらかじめパソコン、タブレット、スマ

ートフォン等のインターネット接続ができる機器及びインターネット

を利用いただける環境が必要となります。参加時には安定した通信環

境でインターネットに接続の上、御参加ください。 

・ 会場参加の方については、発熱・咳・下痢等の症状がある場合、同

居家族や身近な知人の感染が疑われる場合には、参加をお控え願いま

す。 

・ 接続機器や通信状況等の不具合について当方では責任を負わず、接

続や操作等に関するサポート対応等も行いかねますので、あらかじめ

御了承ください。 

９ 連絡先  法務省法務総合研究所 国際協力部 

〒196-8570 東京都昭島市もくせいの杜２－１－１８ 

       TEL：042-500-5150 FAX：042-500-5195 

       E-mail：akishima.icd@i.moj.go.jp (内容等について) 

moj-j@seminar-support.com（接続等について） 

       担当：庄地、池田、菅原、飯澤 


